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新潟市集中改革プラン　取り組み項目　一部抜粋・加工（現在取り組んでいる経費縮減策、収入増の取り組み策の一例）

図書館管理運営費
（新潟分）

・中央区・東区の地区図
書館の管理・運営に関す
るもの。

・利用人数が減少傾向にあることから、舟江
図書館の平日開館時間を17時に繰り上げ、将
来的な運営等について検討する。

■集中改革期間の取り組み
（2019年度）
・舟江図書館移転を機に、地域への説明を経て開館時間の見直しを実施した。
（2020年度）
・開館時間の変更による影響を確認
・「公共施設の種類ごとの配置方針」に沿い、「地域別実行計画」にあわせて、管理運
営方法を検討
（2021年度）
・「公共施設の種類ごとの配置方針」に沿い、「地域別実行計画」にあわせて、管理運
営方法を検討

■2022年度以降の取り組み
・今後の運営等について、「公共施設の種類ごとの配置方針」に沿い、「地域別実行計
画」にあわせて、管理運営方法を検討

移動美術館開催事
業
（新津美術館　管
理運営費）

・市民に美術に親しむ機
会を提供するため、他地
域の展示施設を会場に新
津美術館の所蔵品を紹介
する展覧会を開催

・平成25年度から江南区
文化会館内郷土資料館展
示室などで毎年度開催

・1日当たりの観覧者
は、事業開始当初は約
100人であったが、毎年
減少傾向にあり、平成31
年度は44人となってい
る。

・美術品の展示保存環境が整った施設が乏し
く、同じ施設での開催が続いている。また、
美術品の破損・劣化や盗難等のリスクがある
ため、展示先での管理に多くの人的負担が必
要となっている。リスクの回避と負担軽減の
ため事業の廃止を検討する。

・事業費として、展示で使用する消耗品代
（粘着テープ、作品リスト用紙など）の削減
が見込まれる。

・事業廃止により、年間約70時間の業務量削
減（正職員分）が見込まれる。

■集中改革期間の取り組み
（2020年度）
・事業廃止に向けて関係機関と連絡、調整を行う。

（2021年度）
・移動美術館開催事業の廃止。

※新津美術館で開催する無料の「コレクション展」は継続。さらに新潟市美術館とも連
携し両館の所蔵品を活用した展覧会企画にも力を注ぐなど、美術に親しむ機会の提供と
所蔵品の紹介を行っていく。

市民会館の管理運
営

・潟東ゆう学館（公民
館・市民会館・図書館・
入浴施設等で構成する複
合施設）及び巻文化会館
の管理運営を行う。

【民間活力・システム導入】
・潟東ゆう学館は、施設管理と事業運営、収
支予算の所管課が複数存在するなど複雑化
・管理運営の効率化に向け、2021年度より指
定管理者制度を導入する。

【削減（見直し）内容】
・人員削減　3.1人分
（正職員△1.0人、臨時職員△2.1人）

■集中改革期間の取り組み
（2019年度）
・指定管理体制案を検討（1月下旬に行う関係課会議で施設機能の見直しや指定管理範
囲など今後の管理運営体制を定める予定）
・体制案決定後、必要経費、人員体制など実施案を作成する
（2020年度）
・指定管理者の公募・選定
（2021年度）
・指定管理者制度の導入

■2022年度以降の取り組み
・指定管理者制度導入の効果検証

学校給食運営事業
・自校方式での学校の調
理等業務を民間委託す
る。

【民間活力・システム導入】
・コスト削減を図るため、自校式の調理業務
の民間委託を順次拡大する。（2028年度まで
に新規で約30校を委託）

【削減（見直し）内容】
・人員削減　97.88人分（10年間の見込み）
（正職員△71.0人、臨時職員△26.88人）

■集中改革期間の取り組み
（2019年度）
・新規委託3校で調理業務の委託を実施
（2020年度）
・新規委託4校で調理業務の委託を実施
（2021年度）
・新規委託3校を予定

■2022年度以降の取り組み
毎年3～4校を新規委託

用務員業務の見直
し

・専門的な業務の確保と
人員縮減のため、職員の
退職時期にあわせて、用
務員業務の民間委託等の
見直しを行う。
・用務員（正職：144
人、再任用（フル）9
人、再任用（短時間）14
人、非常勤：8人、臨時
職員22人） ※2019年4月
現在

【民間活力・システム導入】
・専門的な業務の確保と人員縮減のため、職
員の退職時期にあわせて、用務員業務の民間
委託等の見直しを行う。
・2020年度、2021年度の改革効果について
は、正職員と再任用フルタイムの人件費差額
を計上

【再任用ﾌﾙによる人件費削減効果】
・3,700千円-8,000千円＝△4,300千円×人数

【削減（見直し）内容】
・人員削減　74.0人分
（2021～2028年までの退職者見込み、正職員
△82.0人）

■集中改革期間の取り組み
（2019年度）
・委託方法を検討するため、先進政令市へ視察を行い、実態把握を行った。
（2020年度）
・4月から退職者6名の補充分を民間委託予定であったが、関係団体との協議が整わな
かったことから即戦力が期待できる再任用フル職員に変更
・年度内の試行実施に向けて関係団体と協議中
（2021年度）
・2校委託実施予定（人員△2人）
・残りの退職者8名の補充は2020年度と同様に再任用フル職員に変更予定

■2022年度以降の取り組み
・委託実施（協議・検討の結果による）

主な工程（R3.1月末現在）

■集中改革期間の取り組み
（2019年度）
・他都市の運営方法やニーズ調査結果を分析
・今後の利用者負担等のあり方について、目に見えるサービス向上を合わせた形で検討
中

（2020年度）
・濁川小でふれあいスクールとの連携モデルを実施（10月～）

（2021年度～）
・ふれあいスクールとの連携や今後の利用者負担等のあり方について、子ども・子育て
会議、市議会のご意見を踏まえ、サービス向上とあわせた形で慎重に検討

事業名 事業概要 見直し内容

ひまわりクラブ運
営費

・就労等により昼間保護
者がいない児童に対し、
授業終了後や土曜日に遊
びや生活の場を提供し、
家庭や地域との連携の
下、発達段階に応じた主
体的な遊びや生活が可能
になるよう、当該児童の
自主性、社会性及び創造
性の向上、基本的な生活
習慣の確立等を図り、健
全な育成を行う。

・今後の利用者負担等のあり方について、他
都市の運営方法等を分析するとともに、市民
ニーズ調査結果や子ども・子育て会議、市議
会のご意見を踏まえ、サービス向上とあわせ
た形で慎重に検討していく。
・共働き家庭等の児童も含めた全ての児童が
放課後に多様な体験・活動を行うことができ
るよう、ふれあいスクールとの連携について
も検討を続けていく。

■現状や課題、分析結果等
・2020年10月からひまわりクラブの支援員と
ふれあいスクールのスタッフが協力して子ど
もの見守りを行う連携モデルを、濁川小で実
施。モデル実施結果を分析し、ふれあいス
クールとの連携強化につなげていく。
・民設クラブも含めた適正な利用料負担の検
討が必要。



主な工程（R3.1月末現在）事業名 事業概要 見直し内容

図書館・図書室窓
口等業務委託

・図書館業務のうち、定
型的な業務（貸出等の窓
口業務）について、業務
委託を行っている。
・導入済み：中央図書
館・豊栄図書館・新津図
書館・坂井輪図書館・東
区プラザ図書室

・職員数の抑制や予算削減に対応し、民間の
ノウハウを活用するため、市立図書館の窓口
業務委託が可能な図書館・図書室で導入。
・新たな窓口業務委託の導入図書館を検討す
る。

■現状や課題、分析結果等
・人件費等の高騰で委託費が増加の傾向にあ
り、委託内容の精査が必要である。
・中央図書館にセルフ貸出端末を増設した場
合の検証を行ったが、コスト面が課題。既存
の端末位置の工夫など、引き続き検討してい
く。
・1館以上窓口委託導入の政令市：11市
各市の導入状況を参考に、検討を継続してい
く。

■集中改革期間の取り組み
（2019年度）
・中央図書館の窓口等業務委託契約の期間終了に伴いプロポーザルを実施
（2020年度）
・新津図書館、坂井輪図書館の窓口等業務委託契約の期間終了に伴いプロポーザルを実
施
・ICTの活用による委託人員削減のコストについて比較検討を実施
・新規導入可能図書館を検討
（2021年度）
・前年度の検討をもとに、契約切替時期あたる館から委託内容の見直しを実施
・新規導入可能図書館を継続検討

■2022年度以降の取り組み
・引き続き委託内容の見直しを図りながら、プロポーザルによる窓口等業務委託業者の
選定を行うとともに、新規導入可能図書館を検討

行政サービスの受
益と負担の適正化

・受益と負担水準の検証
と各種使用料等の負担水
準の適正化を図る。

・公共施設使用料や各種手数料の見直しな
ど、行政サービスの受益と負担の適正化及び
減免対象や減免率などの適正化を図る。

■現状や課題、分析結果等
・基本方針を策定済の他都市事例を分析した
結果や、ファシリティマネジメントに基づく
施設の最適化動向に配慮した負担水準の設定
に取り組む必要がある。

■集中改革期間の取り組み
（2019年度）
・他都市取組状況の調査及び把握を実施
・今年度中にファシリティマネジメントに基づく施設の最適化動向に配慮した基本方針
（素案）の作成
（2020年度）
・ファシリティマネジメントに基づく施設の最適化動向に配慮した同種施設間の負担水
準の格差是正に向けた検討
（2021年度）
・ファシリティマネジメントに基づく施設の最適化動向に配慮した同種施設間の負担水
準の格差是正に向けた検討
・「基本方針」の策定

■2022年度以降の取り組み
・ファシリティマネジメントに基づく施設の最適化動向に配慮した同種施設間の負担水
準の格差是正
・「基本方針」に基づく受益者負担の適正化に向けた各種手続きの実施、見直し可能な
施設から順次実施

広告収入やネーミ
ングライツなど、
新たな自主財源の
確保

・広告収入やネーミング
ライツ及び公共施設の駐
車場貸付などにより自主
財源を確保する。

（2019年度実績）
・広告収入
　55,974千円（50件）
・ネーミングライツ収入
　12,000千円（1件）

【取り組みの拡大】
・広告収入の拡大やネーミングライツの導
入、公共施設の駐車場貸付など、さらなる自
主財源に確保に取り組む。

【仕組みやプロセスの改善】
・広告収入ガイドラインを作成し、全庁横断
的な取り組みにより広告事業を戦略的に展開

※歳入増は一般財源の削減効果に反映

■集中改革期間の取り組み
（2019年度）
・広告事業については、統一的な指針がないことにより取り組みが進まない所管課もあ
ることから、「広告収入ガイドライン」の素案作成に着手
・スポーツ施設への看板掲示を募集準備
・市民芸術文化会館でホールスポンサーを募集
・万代保育園・東地域保健福祉センター付属駐車場の借受事業者を募集し、2月より貸
付を開始
（2020年度）
・「広告収入ガイドライン」の策定
・全庁横断的な取り組みにより、戦略的に展開
・可能なものから順次取り組みを拡大
（2021年度）
・同上

■2022年度以降の取り組み

新津地区市民会館
管理運営費

・新津地区市民会館の管
理運営を行う。

・利用者の逓減及び施設の著しい老朽化や近
隣の貸室保有施設を活用できる等の理由によ
り、施設を廃止する。（2024年度）

■集中改革期間の取り組み
（2019年度）
・施設廃止の方針策定
・施設利用者・団体への説明準備
・R2.1に自治協議会に施設廃止の意見聴取
・施設廃止時期を確定
（2020年度）
・施設利用者・団体への周知（説明会開催、施設掲示等）
（2021年度）
・施設利用者・団体への周知

■2022年度以降の取り組み

幼稚園の管理運営
（幼稚園への支援
員配置）

・市内の市立幼稚園に在
籍する障がいのある園児
の園内における安全確保
が必要な場合及び学級運
営に重大な支障がある場
合に、必要な援助を行う
ことを目的として支援員
を配置する。

・市立幼稚園に期待される今後の役割を確保
し、持続可能な経営を実現するため、「新潟
市立幼稚園再編実施計画」に基づき市立幼稚
園の再編を進め、あわせて配置する支援員を
削減する。（10園⇒5園に再編）

■集中改革期間の取り組み
（2020年度）
・支援員の配置時間について、4時間と5時間の2種類存在していたが、4時間に統一
■2022年度以降の取り組み
・2020年度に小合東幼稚園が、2021年度に新津第二、小須戸幼稚園が、2022年度に牡丹
山、市之瀬幼稚園が園児の募集を停止するのに伴い支援員配置を見直し

各公民館維持管理
運営（分館）

・公民館分館の施設運営
に必要な業務委託料、光
熱水費等の維持管理経費

・公民館分館は地域の実情を踏まえ、地域合
意を得たところから再配置（廃止・地域移管
等）を進める。

■現状や課題、分析結果等
○現状
・分館18館（施設管理は公民館12館、区役所
6館）
・公民館で施設管理している分館のうちコミ
協へ管理委託4館
・木戸公民館では2019年度に中地区公民館運
営審議会委員に存廃を諮るが存続と廃止の意
見は同数
・赤塚公民館、中野小屋公民館では維持管理
の効率化を図るため、2020年度から土日の管
理体制を変更
○今後
・老朽化のため休館している月潟西公民館に
ついて、2021年度以降廃止予定

■集中改革期間の取り組み
（2019年度）
・漆山公民館の管理運営を直営から地元への管理委託に変更した。
（2020年度）
・再配置が可能な施設について検討
（2021年度）
・再配置が可能な施設について検討
・休館している月潟西公民館の廃止に向けて財産処分の手続きを実施。承認後、条例改
正を実施

■2022年度以降の取り組み
・再配置が可能な施設について検討


